
１ ２はじめに

国土交通省では，建設資材の安定的な確保を図

り，円滑な建設事業の推進に資することを目的と

して，毎年度，予算成立後に公表される「建設投

資見通し（国土交通省総合政策局情報管理部建設

調査統計課）」を踏まえて，建設事業に使用され

る主要な建設資材の年間需要量を見通し，その結

果を公表している。

「平成１６年度建設投資見通し」は平成１６年６月

２日に，「平成１６年度主要建設資材需要見通し」

は平成１６年６月１８日に公表したところであり，以

下に「平成１６年度建設投資見通し」の概要と併せ

て報告する。

平成１６年度建設投資見通し

� 平成１６年度の建設投資は，前年度比３．６％減

の５１兆９，０００億円（「名目値」，以下同じ）とな

る見通しである（表―１）。

	 平成１６年度の建設投資を政府・民間別に見る

と，政府投資は２０兆４，１００億円（前年度比１１．１

％減），民間投資は３１兆４，９００億円（同２．０％増）

となり，建築・土木別には，建築投資が２８兆

９，１００億円（同０．３％増），土木投資が２３兆円

（同８．１％減）となる見通しである。


 建設投資は昭和５９年度以降，平成２年度まで

民間投資の増加により前年度比プラスで推移

し，平成４年度には８４兆円に達した。その後，

主に民間建設投資の減少により平成６，７年度

は８０兆円を下回った。平成８年度は民間住宅投

表―１ 建設投資推移

平成１４年度
（見込み）

平成１５年度
（見込み）

平成１６年度
（見通し）

伸び率

１５／１４ １６／１５

建設投資（名目値）［億円］ ５６３，０００ ５３８，５００ ５１９，０００ △４．４％ △３．６％
政 府 ２５３，７００ ２２９，７００ ２０４，１００ △９．５％ △１１．１％
民間住宅 １７９，２００ １７８，８００ １７９，９００ △０．２％ ０．６％
民間非住宅建設（非住宅建設＋土木） １３０，２００ １３０，０００ １３５，１００ △０．２％ ３．９％

建設投資（実質値）［億円］ ５８０，６００ ５５１，７００ ５２８，６００ △５．０％ △４．２％
政 府 ２６１，１００ ２３４，７００ ２０７，３００ △１０．１％ △１１．７％
民間住宅 １８５，３００ １８４，０００ １８４，２００ △０．７％ ０．１％
民間非住宅建設（非住宅建設＋土木） １３４，２００ １３３，０００ １３７，０００ △０．９％ ３．０％

（注） 四捨五入により１００億円単位の値としたので，各項目の合計は必ずしも一致しない。伸び率の△はマイナス。
（出典） 国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課「平成１６年度建設投資見通し」
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需要見通しについて
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図―１　建設投資額（名目）の推移�
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３

資の増加により一時的に８０兆円台となったが，

平成９年度以降は７０兆円台，平成１１年度以降は

６０兆円台で推移し，平成１４年度からは５０兆円台

で推移する状況となっている（図―１）。

� 平成１６年度の建設投資額を地域別（１０ブロッ

ク）に見ると，すべての地域において前年度の

水準を下回る見通しである。

平成１６年度主要建設資材
需要見通し

� 対象建設資材

対象建設資材は，セメント，生コンクリート，

骨材（砕石），木材，普通鋼鋼材（形鋼，小形棒

鋼），アスファルトの６資材９品目を対象として

いる。


 需要見通し推計方法

平成１６年度主要建設資材需要見通しの推計方法

は，「平成１６年度建設投資見通し」の建築（住

宅，非住宅），土木（政府，民間）等の項目ごと

の平成１６年度建設投資見通し額に，建設資材ごと

の原単位（工事費１００万円当たりの建設資材需要

量）を乗じ，さらに各建設資材の需要量実績等を

考慮して推計を行っている。

� 平成１６年度主要建設資材需要見通しの概況

平成１５年度の主要建設資材の需要量は，同年度

の建設投資（見込み値）が対前年度比５．０％減

（実質値）で，うち建築部門では１．７％減，土木部

門では８．５％減となったことから，セメント，生

コン，骨材，木材，普通鋼鋼材およびアスファル

トで減少となった。ただし，普通鋼鋼材のうち，

形鋼のみが増加となった。

平成１６年度の主要建設資材の需要量は，同年度

の建設投資見通しが対前年度比４．２％減（実質値）

で，うち建築部門では０．２％減，土木部門では８．８

％減と見通されていることから，セメント，生コ

ン，骨材，木材，普通鋼鋼材およびアスファルト

は減少する見通しである。ただし，普通鋼鋼材の

うち，形鋼のみが横ばいで推移する見通しである

（表―２）。

� 主要建設資材別需要見通し

� セメント，生コンクリート

平成１５年度における需要量は，セメントが対前

年度比６．０％減の５，９６９万 t，生コンクリートが同

５．１％減の１２，５０８万m3であった。平成１６年度につ

いては，セメントが対前年度比４．５％減の５，７００万

t，生コンクートが同４．９％減の１１，９００万m3と見

通される（図―２）。

� 骨材および砕石

平成１５年度における需要量は，骨材が対前年度

比６．４％減 の４１，４２４万m3，砕 石 が 同６．４％減 の

１７，９２７万m3と推計される。平成１６年度について

は，骨材が対前年度比６．６％減の３８，７００万m3，砕

石が同６．８％減の１６，７００万m3と見通される（図―

２）。
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図―２　主要建設資材別需要見通し�
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平成１５年度における需要量は，対前年度比１．６

％減の１，４０４万m3であった。平成１６年度について

は，対前年度比２．１％減の１，３７５万m3と見通され

る（図―２）。

� 普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼

平成１５年度における需要量は，普通鋼鋼材が対

前年度比２．５％減の２，５１８万 t，形鋼が同１．６％増

の５７０万 t，小形棒鋼が同８．２％減の９８３万 tであっ

た。平成１６年度については，普通鋼鋼材が対前年

度比３．１％減の２，４４０万 t，うち，形鋼が同０．０％

の５７０万 t，小形棒鋼が同４．４％減の９４０万 tと見通

される（図―２）。

� アスファルト

平成１５年度における需要量は，対前年度比４．１

％減の３２３万 tであった。平成１６年度について

は，対前年度比７．１％減の３００万 tと見通される

（図―２）。

� 見通し対象の定義

各対象建設資材における見通し対象の定義は，

次のとおりである。

� セメント

国内メーカーの国内販売量に海外メーカーから

の輸入量を加えた販売等の量を対象としている。

「内需量」＝「国内販売量」＋「輸入量」

なお，表―３および図―３の「内需量」のう

ち，平成１５年度までは実績値であり，社団法人セ

メント協会の資料の値を用いている。

表―２ 平成１６年度主要建設資材需要見通し

資材名称 単 位
需 要 量 伸び率

H１４年度
実績値

H１５年度
実績値

H１６年度
見通し

１５／１４ １６／１５

セメント 万 t ６，３５１ ５，９６９ ５，７００ △６．０％ △４．５％

生コンクリート 万m3 １３，１７４ １２，５０８ １１，９００ △５．１％ △４．９％

骨 材 万m3 ４４，２５０ ４１，４２４ ３８，７００ △６．４％ △６．６％
砕 石 万m3 １９，１５０ １７，９２７ １６，７００ △６．４％ △６．８％

木 材 万m3 １，４２７ １，４０４ １，３７５ △１．６％ △２．１％

普通鋼鋼材 万 t ２，５８３ ２，５１８ ２，４４０ △２．５％ △３．１％
形 鋼 万 t ５６２ ５７０ ５７０ １．６％ ０．０％
小形棒鋼 万 t １，０７０ ９８３ ９４０ △８．２％ △４．４％

アスファルト 万 t ３３７ ３２３ ３００ △４．１％ △７．１％

（注）１． 本見通しは，「平成１６年度建設投資見通し（国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 平成１６年６月
２日公表）」をもとに推計したものである。

２． 各資材の対象は，セメントは〔内需量〕，生コンクリート，砕石は〔出荷量〕，木材は〔製材品出荷量〕，骨材
は〔供給量〕，普通鋼鋼材，形鋼は〔建設向け受注量〕，小形棒鋼は〔建設向け出荷量〕，アスファルトは〔建設
向け等内需量〕。

３． 本見通しの有効数字は，セメントは〔１００万 t〕，生コンクリート，骨材および砕石は〔１００万m3〕，木材は〔２５
万m3〕，普通鋼鋼材，形鋼および小形棒鋼は〔１０万 t〕，アスファルトは〔５万 t〕。

４． 平成１５年度の実績値のうち，骨材，砕石については，第４四半期につき推計値を使用した。
５．１５／１４の伸び率は，千 tおよび千m3単位で計算し記載している。△はマイナス。
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図―３　主要建設資材需要量の年度推移（参考）�
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表―３ 主要建設資材の国内需要量実績の推移（参考）
国土交通省総合政策局労働資材対策室

平成１６年６月１０日 現在

年
度

セメント
（内需量）

生コンクリート
（出荷量）

骨材
（供給量）

木材
（製材品出荷量）砕石

（出荷量）
千 t 前年度比（％） 千m3 前年度比（％） 千m3 前年度比（％） 千m3 前年度比（％） 千m3 前年度比（％）

３ ８５，２８７ △１．２ １９２，１８２ ― ５７４，３７５ △３．２ ２８７，８７５ △０．７ ２８，１０７ △６．０
４ ８２，１４２ △３．７ １８１，９５８ △５．３ ５５７，５００ △２．９ ２８１，６８８ △２．１ ２７，３２４ △２．８
５ ７８，６１６ △４．３ １７２，６１５ △５．１ ５４０，０００ △３．１ ２６６，２５０ △５．５ ２６，０２２ △４．８
６ ７９，７４３ １．４ １７５，７７３ １．８ ５３２，５００ △１．４ ２５９，９３８ △２．４ ２５，５９２ △１．７
７ ８０，３７７ ０．８ １７５，７２３ ０．０ ５３０，６２５ △０．４ ２５８，８７５ △０．４ ２３，８８０ △６．７
８ ８２，４１７ ２．５ １８０，２５６ ２．６ ５３８，７５０ １．５ ２７５，１２５ ６．３ ２４，３９５ ２．２
９ ７６，５７３ △７．１ １６７，２９２ △７．２ ５１２，５００ △４．９ ２５３，２５０ △８．０ ２１，１０３ △１３．５
１０ ７０，７１９ △７．６ １５３，３０８ △８．４ ４５９，３７５ △１０．４ ２２８，６８８ △９．７ １８，９２４ △１０．３
１１ ７１，５１５ １．１ １５１，１６７ △１．４ ４５５，６２５ △０．８ ２２２，４３８ △２．７ １８，３９６ △２．８
１２ ７１，４３５ △０．１ １４９，４８３ △１．１ ４５８，７５０ ０．７ ２１９，１５６ △１．５ １７，２８２ △６．１
１３ ６７，８１１ △５．１ １３９，５８８ △６．６ ４６６，２５０ １．６ ２０９，０８９ △４．６ １５，１９６ △１２．１
１４ ６３，５１２ △６．３ １３１，７３５ △５．６ ４４２，５００ △５．１ １９１，５０３ △８．４ １４，２７０ △６．１
１５ ５９，６８７ △６．０ １２５，０７７ △５．１ ４１４，２３７ △６．４ １７９，２６９ △６．４ １４，０４２ △１．６

年
度

普通鋼鋼材
（建設向け受注量）

アスファルト
（建設向け等内需量）形鋼

（建設向け受注量）
小形棒鋼
（建設向け出荷量）

千 t 前年度比（％） 千 t 前年度比（％） 千 t 前年度比（％） 千 t 前年度比（％）
３ ３１，８１２ △１２．０ ８，５２２ △１５．８ １２，７４２ △１４．１ ４，５５８ △２．４
４ ２８，７１５ △９．７ ８，０９３ △５．０ １１，２１２ △１２．０ ４，８００ ５．３
５ ２６，６３３ △７．３ ６，８９２ △１４．８ １０，６１５ △５．３ ４，５７３ △４．７
６ ２７，８７６ ４．７ ７，１４１ ３．６ １１，８３７ １１．５ ４，３６１ △４．６
７ ２８，６６７ ２．８ ７，２２６ １．２ １１，９８８ １．３ ４，２４３ △２．７
８ ３０，６５９ ６．９ ８，１１４ １２．３ １１，８３６ △１．３ ４，２６６ ０．５
９ ２８，６４２ △６．６ ７，３０３ △１０．０ １１，３７３ △３．９ ４，１１７ △３．５
１０ ２５，７１５ △１０．２ ６，３９９ △１２．４ １０，５５４ △７．２ ３，７７７ △８．３
１１ ２６，８６３ ４．５ ６，７０４ ４．８ １０，７２６ １．６ ３，８２３ １．２
１２ ２８，０２４ ４．３ ６，８９６ ２．９ １１，００１ ２．６ ３，８０４ △０．５
１３ ２６，００４ △７．２ ６，０１１ △１２．８ １０，６９５ △２．８ ３，５８０ △５．９
１４ ２５，８２８ △０．７ ５，６１５ △６．６ １０，７００ ０．０ ３，３６６ △６．０
１５ ２５，１７６ △２．５ ５，７０３ １．６ ９，８２７ △８．２ ３，２２８ △４．１
（注）１． 前年度比欄の△はマイナス。

２． 骨材・砕石は，平成１４年度までは実績値，平成１５年度は，第３四半期までは実績値，第４四半期につき推計
値。

（出典）・セメント…社団法人セメント協会資料
・木材…農林水産省資料（製材統計）
・アスファルト…石油連盟資料（石油アスファルト統計月報）
・生コンクリート…全国生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会資料
・普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼…社団法人日本鉄鋼連盟資料
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� 生コンクリート

全国生コンクリート工業組合連合会組合員工場

の出荷量とその他の工場の推定出荷量とを加えた

出荷量を対象としている。

「出荷量」＝「組合員工場出荷量」＋「その他工場推

定出荷量」

なお，表―３および図―３の「出荷量」のう

ち，平成１５年度までは実績値であり，全国生コン

クリート工業組合連合会の資料の値を用いてい

る。

� 骨 材

国内における供給量を対象としており，輸入骨

材も含んでいる。

なお，表―３および図―３の「供給量」のう

ち，平成１４年度までは実績値，平成１５年度は，第

３四半期までは実績値，第４四半期は推計値であ

り，経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課の

資料の値を用いている。

� 砕 石

メーカーの国内向け出荷量を対象としている。

なお，表―３および図―３の「出荷量」のう

ち，平成１４年度までは実績値，平成１５年度は，第

３四半期までは実績値，第４四半期は推計値であ

り，経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課の

資料の値を用いている。

� 木 材

国内メーカーの製材品出荷量を対象としてお

り，建設向け以外の量を含んでいる。また，製材

用素材として外材を含んでいる。

なお，表―３および図―３の「製材品出荷量」

のうち，平成１５年度までは実績値であり，農林水

産省「製材統計」の値を用いている。

� 普通鋼鋼材および形鋼

国内メーカーの国内建設向け受注量を対象とし

ている。

なお，表―３および図―３の「建設向け受注

量」のうち，平成１５年度までは実績値であり，社

団法人日本鉄鋼連盟の資料の値（国内向け受注総

量から国内建設向け受注量を推計したもの）を用

いている。

� 小形棒鋼

国内メーカーおよび国内販売業者からの国内建

設向け出荷量を対象としている。ただし，海外メ

ーカーからの輸入量は含まれていない。

なお，表―３および図―３の「出荷量」のう

ち，平成１５年度までは実績値であり，経済産業省

「鉄鋼統計月報」の値を用いている。

� アスファルト

国内メーカーの建設向けストレートアスファル

ト内需量のうち，燃焼用および工業用を除いた国

内建設向け内需量を対象としている。

「建設向け等内需量」＝「国内建設向け内需量」＋

「建設向け輸入量」

なお，表―３および図―３の「建設向け等内需

量」のうち，平成１５年度までは実績値であり，石

油連盟「石油アスファルト統計月報」の値を用い

ている。

� そ の 他

なお，本建設資材の需要見通しは，今後，経済

情勢等に大きな変化が生じた場合は，必要に応じ

て見直す場合がある。

おわりに

近年の建設投資は，平成８年度の８３兆円をピー

クとして減少傾向にあり，平成１６年度の建設投資

は，政府投資が対前年度比１１．１％減，民間投資が

同２．０％減，全体では同３．６％減の５１兆９，０００億円

と見通されており，今後も減少基調が続くものと

考えられる。

当室としては，このような経済情勢の下，建設

資材の需給動向について，より精度の高い情報提

供を重要課題として取り組んでいるところであ

り，関係各位におかれましては，引き続き，ご理

解，ご協力をお願いする次第です。

なお，本件は，国土交通省のホームページ（統

計情報のページ）で紹介していますのでご参照く

ださい（http : //www.mlit.go.jp/）。
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はじめに

平成１５年１０月１０日，「社会資本整備重点計画」

が閣議決定され，「第１章 社会資本整備事業の重

点的，効果的かつ効率的な実施」の「８ 社会資

本の整備における新たな国と地方の関係の構築」

において，「個性ある地域の発展を目指し，国と

地方公共団体との円滑な意思疎通，共通認識の醸

成を図りつつ，各地方支分部局による社会資本整

備に係る重点目標や事業等に関する検討・整理を

もとに，地方ブロックの社会資本の重点整備の方

針をとりまとめ，国と地方の役割分担を明確にし

つつ，社会資本整備を重点的・効果的かつ効率的

に推進する。」こととされた。

ここでは，平成１６年６月にとりまとめた「地方

ブロックの社会資本の重点整備方針」の概要につ

いて紹介する。

「地方ブロックの社会資本の重
点整備方針」の位置付け

社会資本整備重点計画は，あくまで我が国全体

の社会資本の整備方針を示したものであるため，

重点目標に対する各指標も全国ベースでの数値と

なっており，各地方の地域性に配慮した整備の方

向性は示されていない。

社会資本には，全国的な見地から整備を進める

もののほか，各地方の特性を踏まえて整備してい

くものもあり，地方公共団体等との認識を共有し

ながら社会資本整備を進めていくためには，地方

ごとの目標の設定なども必要となる。

「地方ブロックの社会資本の重点整備方針」の

策定過程においては，各地方支分部局（地方整備

局，地方運輸局，地方航空局等）が中心となっ

て，都道府県・政令市と調整しつつ，地方経済

界，有識者，住民，NPO等の意見を聞きなが

ら，各地方ブロックの中長期的な社会資本整備の

目標と必要な施策等の検討を行ってきたところで

ある。

本方針は，このような検討などをもとに，各地

方支分部局が�各地方ブロックの現状と課題，�

各地方ブロックの目指すべき将来の姿，�各地方

ブロックにおける重点事項（平成１５～１９年度）を

検討・整理したものを，本省（国土交通省，農林

水産省）においてとりまとめたものである。

なお，海岸事業については，国土交通省河川局

及び港湾局と農林水産省農村振興局及び水産庁が

連携して施策の展開を図っており，相互に連絡調

整するとともに，地方支分部局においても，国土

交通省地方整備局と農林水産省地方農政局が連絡

を密にし，検討・整理を行っている。

また，道路管理者が実施する交通安全施設等整

地方ブロックの社会資本の
重点整備方針について

国土交通省総合政策局政策課
いのうえ はる き

政策調査第一係長 井上 春樹
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備事業については，国土交通省と警察庁が連携し

て施策の展開を図っており，本方針の策定にあた

っても警察庁との連携を図っている。

「地方ブロックの社会資本の重
点整備方針」の概要

社会資本整備重点計画は，社会資本整備事業の

実施に関し，地方公共団体の自主性および自立性

を尊重し，適切な役割分担の下に国の責務が十分

に果たされ，また，地域特性に応じた社会資本整

備事業が実施されることを基本理念としていると

ころである。

その策定に当たって，前述のとおり，都道府県

からの意見聴取等を行ったところ，全国のマクロ

的な内容のみではなく，地域特性に応じた社会資

本整備の方針を明らかにするよう求める声があっ

た。

また，このような方針をとりまとめていくプロ

セスを通じて，ブロック内の都道府県や国との間

で意見を交換し，具体的な共通認識を持つことは

社会資本整備重点計画の基本理念を実現する上で

極めて重要である。

「地方ブロックの社会資本の重点整備方針」

は，各ブロックごとに，「第１章○○ブロックの

現状と課題」，「第２章○○ブロックの目指すべき

将来の姿」，「第３章○○ブロックにおける重点事

項」の３章で構成されている。

以下にその概要を記述する。

� 第１章 現状と課題

第１章では，各地方ブロックにおける現状につ

いて分析するとともに，そこから浮かび上がって

くる課題を整理している。

例えば，

・我が国の食糧基地・安全で安心な食料の供給

（北海道ブロック）―図―１参照

・日本有数の「豪雪地域・北陸」における安全で

安心な暮らしの実現（北陸ブロック）―図―２

参照

・マグニチュード８規模と想定される南海地震へ

の備えが必要（四国ブロック）―図―３参照

・自然災害の頻発の影響と豊かな自然環境の保全

（九州ブロック）―図―４参照

などが挙げられている。

これら，現状と課題を認識しつつ，各地方ブロ

ックにおいて魅力ある地域づくりを目指し，社会

資本整備を進めることとしている。

� 第２章 目指すべき将来の姿

第２章では，直面する課題，地域のニーズ等を

踏まえ，各ブロックにおいて個性ある地域づくり

を目指し，将来の姿を描いている。

図―１ 全国シェア第１位の主な農水産品

図―２

（資料） 農林水産省統計情報部（農産品：H１４データ，
水産品：H１３データ）
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例えば，

・東北ブロックでは，「強い東北の創造」とし

て，国際物流ターミナルの整備や，規格の高い

道路とのアクセス向上により物流コストの低減

を目指す。―図―５参照

・近畿ブロックでは，都市の再生，身近な自然と

の共生，国際交流の伝統を活かした多文化との

共生を図りながら，文化の香り高く，にぎわ

い，活力にあふれる地域として再生することを

目指す。―図―６参照

・九州ブロックでは，周辺の自然景観や地域文化

と調和した，美しくて魅力にあふれるふるさと

となる個性豊かな地域を目指す。―図―７参照

などが記述されている。

このように，各地方ブロックにおける経済状況

等を踏まえながら，気候，風土，文化等の特徴を

活かした各地方ブロックの「目指すべき将来の

姿」を例示している。

� 第３章 重点事項

第３章では，第２章で描いた「目指すべき将来

の姿」を受けて，各地方ブロックごとに今後５年

間（平成１５年度～１９年度）において重点的に取り

組む事項を示している。

例えば，

・北海道ブロックでは，「恵まれた資源を活かし

た観光大陸北海道の形成」として，魅力的な美

図―３

図―４ 御笠川の出水による JR博多駅前の
浸水状況 （平成１５年７月）

（出典） 「東南海，南海地震の被害想定について（中央防災会議
事務局／H１５．９．１７）」

（資料） 国土交通省九州地方整備局

図―５ 港湾整備と幹線道路のアクセス強化

（資料） 国土交通省

図―６ 都市部と地方部の連携な
ど，地域間交流に支えら
れた一つの近畿
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しい沿道景観の形成や，歴史的な建造物・街並

み景観の保存，美しい田園風景づくりなど，地

域の風土に根ざした新たな観光空間の創造を推

進するなどの目標を掲げている。

・東北ブロックでは，「魅力ある都市づくり」と

して，「コンパクトシティ」の推進などの目標

を掲げている。

・関東ブロックでは，「我が国及び世界の経済を

リードする首都圏の機能強化と都市再生」とし

て，東京圏の骨格を形成する三つの環状道路等

の整備を推進し，円滑な交通の確保を図るなど

の目標を掲げている。

・中部ブロックでは，「モノづくりなど産業の国

際競争力の強化」として，港湾・空港までのア

クセス時間を短縮するなどの目標を掲げてい

る。―図―８参照

・中国ブロックでは，「中国の美しく豊かな自然

・歴史・文化などを活かした地域づくり」とし

て，瀬戸内海等への環境負荷の低減を行うとと

もに，海や川の豊かな水辺環境を享受できる社

会を目指すなどの目標を掲げている。

・沖縄ブロックでは，「自立型経済の構築と持続

的発展を支える基盤づくり」として，質の高い

観光・リゾート地を形成し，入域観光客数の増

加を図るなどの目標を掲げている。

これらに基づき，各地方ブロックにおいて，個

性ある地域の発展を目指して社会資本整備を行う

こととしている。

今後の取組み

現在批判されている全国一律の基準で行ってき

た社会資本整備については，社会資本が絶対的に

不足し，整備水準を底上げしていく必要があった

時代においては，経済・産業等の発展を促す意味

で効率的であった面もあり，それがただちに地方

の自主性を阻害していたということではない。

しかしながら，社会資本の着実な整備が進み，

国民のニーズも多様化している昨今では，地方が

個性ある地域の発展を目指し，自らの知恵と工夫

を活かして，どのような社会資本整備を行うかを

選択していくことが重要である。

このため，国土交通省としては，「個性ある地

域の発展」を目指し，地方公共団体の自主性およ

び自立性の尊重を図るための取組みを進めている

ところであるが，今般の社会資本整備重点計画の

策定に当たり，これらの取組みをより一層進める

観点から，社会資本整備重点計画法案の基本理念

に「地方公共団体の自主性及び自立性の尊重」を

盛り込んだところである。

今後，「地方ブロックの社会資本の重点整備方

針」をもとに，個性ある地域の発展を目指し，国

と地方公共団体等がそれぞれの役割を果たしつ

つ，一体となって取組むことにより，全体として

社会資本整備重点計画で掲げた重点目標等の達成

を目指すこととしている。

図―７ 大分駅周辺市街地再整備イメージ図

図―８ 中部の国際ゲートを代表する名古屋港
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